
Title 学校教育と戦後日本の社会意識の民主化

Author(s) 吉川, 徹; 轟, 亮

Citation 教育社会学研究. 1996, 58, p. 87-101

Version Type VoR

URL https://hdl.handle.net/11094/70062

rights (c) 日本教育社会学会 1996

Note

Osaka University Knowledge Archive : OUKAOsaka University Knowledge Archive : OUKA

https://ir.library.osaka-u.ac.jp/

Osaka University



教 育社会学研究第58集(1996)

学校教育と戦後 日本の社会意識の民主化

吉 川 徹*・ 轟 亮**

1.戦 後 日本 の 社 会 意 識 の 民 主 化

戦 後の 日本社会 において は,ポ ツ ダム宣書 に 「日本 國政府ハ 日本國 國民 ノ間 ニ於 ケ

ル民 主主義的傾向 ノ復活 強化 ニ封 スルー切 ノ障磯 ヲ除 去 スベ シ」 とある とお り,非 軍

事 化 とともに,諸 制度 の民主化 とそれに よる社会意識 の民主化が第1の 社会的要請 と

された。 教 育改革 はGHQに よる民主 化政策の重要 な側面 と して位置 づけ られて いる

が,そ れ は単 なる学制 上の改革 にとどま らず,学 校教 育の基本理念 の レベルか らの民

主的変革を遂行 し,日 本社会 における社 会意識 の民主 化を実現す る ことを 目的 と して

いた。 またこの時期,社 会意識論 の見地 か ら大塚久雄(1948)は 「吾 が國民衆が低 い

近 代以前的 エ トスを捨 て去 って,近 代 的 ・民主的人間 類型 に打 ち出され るといふ こ と

は如何に して可能 であ らうか」とい う問題を,「何 よ りもまつ最 も広義 での教育 の問題

であ る」(10頁)と して,や はり社会意識 の民主化実現 の第1の 手段 が教 育にあ るこ と

を示 して いる。

以来50年 が経過 し,最 初 に新制 の教 育課程の小学校 に入学 した世代 です ら,す で に

祖父 ・祖母 とい う ライ フ ・ステー ジに さ しかか り,戦 前 の旧制教 育 を受 けた世代 は

徐々に産業社会 の主要 部分か ら退 出 しっっあ る。学校教 育が次世代 に何 ほどか の道徳

的特 質を伝達 し,そ れが永続的 なパー ソナ リティと して変更 されず に残 存す るとす る

な らば,戦 後 の教育 改革が 目的 と していた社会意識 の民主 化 は,戦 前 の軍 国主義的 な

旧制教育の残映 を保持 す る世代 の このよ うな人 口学的 な退 出 によって,よ うや く完成

しっっあ るとみなせ るだ ろう。 こ うした経緯か らい って,現 代 日本社 会の社会意識 を
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考 え るうえで,い まわれわ れは名実 と もにひ とっの転換点 を迎 えてい る。す なわ ち戦

後 が生 み出 した教 育制度 の社 会的機能 を適切 に評 価 しうる時点 をっいに迎え たと考 え

られ るので ある。 そ こで本稿 で は,現 代 日本社 会にあえて 「戦後 」 とい う分析枠組 を

設定 し,戦 後 日本社会 の社 会意識が本 当に当初の理念 にある とお りの 「民主化」 を成

し遂 げたのか,ま た その趨勢 に学校教育 は期待 され た機能 をどの程度果 た したのか,

とい う問題 にっいて,計 量 分析 の結 果を もとに検討す る。

2.社 会 意 識 の 民 主 化 とそ の 指 標

社会意識 の民主化 の動 向を論 じるため に,ま ず民主主義 的な社会意識 とは何か とい

うことを確 定す る必要 があ る。価値 観の多様化 ・多元化 が指摘 され る今 日の状 況にお

いては,「民 主主義的社 会意識」 はいか にも広範 かつ多義的で捉え に くい概念 であ る。

しか しなが ら,狭 い意 味で戦後 とみな され る1950年 代 までの時期 においては,社 会意

識 の民主 化 とは,戦 後 日本国民 が天皇制 イデオ ロギーに代表 され る旧意識 あ るいは醇

風美俗 を捨 て去 り,近 代的 工一 トスを獲得す る ことを意味 して いた(大 塚 前掲書,日

高1960,城 戸1970)。 そこでは社会意識 の民主 化 は,空 虚 な喧伝 ではな く,近 代的

工一 トスの獲得 とい う明確 な方 向性を も って理解 されて いたのである。 さらにこの近

代 的工 一 トスの具体 的 な内容 は,同 様 に ファシズムの歴史的事実 への深 い反省か ら発

展 した大衆社会論 の主要 なテ― マと して も展 開 されて いる。 すなわち民主主義一反民

主 主 義 の基 軸 と して,よ く知 られ る と ころ の権 威 主 義 的 性 格 で あ る(城 戸 ・杉

1954)。 ア ドル ノらのバ ー クレーグループの研究で は,反 民主 的な政 治的宣伝 に引 き付

け られやす い性格 を索 出す る過程 で,大 衆に広 く潜在す る社会意 識 と して権威主義 的

性 格が計量的 に検 出 されてい る(ア ドルノ他抄訳1980)。 それ以後,民 主主義的社 会

意識 はその対極 の権威主義 的性格 を用い ることによって指標 化 され,数 多 くの実証 研

究が蓄積 されて きた。 そ して この指標 は,政 治的態度 の潜在 的な規定要因 と して民 主

主義的社会意 識の重要 な中枢を なす と目されて きて いる。伝統 的権威 を巧妙 に利 用 し

て軍国主義 が展開 され た という歴 史的背景を有す る日本社会 にお いて は,こ の権威 主

義的性格 が,伝 統的 ・因習的価値,旧 意識 あるいは醇風 美俗 と呼ばれ た もの と意識構

造上,不 可分 に融合 す ることが指摘 され る。 したが って この当時 においては,社 会意

識の民主化 とは,こ うした伝統主 義=権 威主義的傾 向を反 転 ・修正す る過程 を意味 し

て いたのであ る。

くり返 しにな るが,わ れ われが生活す る90年 代 の 日本社会 においては もはや,民 主

主義的 な社会 意識 に関 す るこ うした理解 の様式 には,唯 一無二 の ものであ った り網羅
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的なものであることを必ずしも期待できない。だがこのような概念規定をもとにした

研究が戦後日本の民主主義的社会意識を論じる上で,少 なくともひとっの重要な基軸

を提示していることは確かである。そこで本稿では上述の研究の蓄積を鑑みた上で,

権威主義的態度尺度(正 確にはその対極)を 社会意識の民主化の指標と捉えて考察を

加えることにする。

3.教 育年数と権威主義的態度の 「剥奪効果」

直井道子(1988)は,1985年SSM調 査の男性A票 を用いて,成 人有職男性の権威

主義的態度の分布状況と形成要因を検討している(表1参 照)。そこでは,権威主義的

傾向には職業的地位,年 齢,学 歴などによって有意な差がみられるが,そ の分布を形

成する要因は主として学歴と年齢であることが解明されている。このうちの学歴の効

果は,高 学歴であるほど権威主義的傾向は低下するという方向を示す。この関係は権

威主義的傾向が学校教育による認知的能力の向上によって低下するという直接的な関

係を示していると判断できる。

表1権 威主義的態度の形成要因(重 回帰分析)

R3=127 **は1%水 準で有意 な値 を示す。

直井道子(1988)234頁 か ら一部 を修正 して再録

この研究 を受 けて,吉 川(1996)は1990年 代 の学校 教育 と青少年 の権 威主義的態度

の形成 について,さ らに踏 み込 んだ計量研究 を行 ない,次 の よ うなメカニ ズムを解 明

している。 それぞれの青少年 に家庭 にお いて両親 か ら伝達 され た権威 主義的傾 向は,

学校教育 によ る社会化 と心理 的発達 によって知 的能 力が伸長す る とともに,っ ま り年

齢(=学 年)が 上昇す ると ともに低下す る。 ところがその一方 で,現 代 日本社会 の学

校教育 は,厳 しい校則 によ る生活指導,あ るいは教師 による授業 内外の厳格 な管 理な

どの権威 主義を体現す る教育 条件 によって,権 威 主義的態度 を付与 的 に形成す る(プ

ラスの効 果を もっ)側 面 を も確実 に有 してい る。 っ まり社会意識 の民主化 とい う機 能

に関 してみた場合,学 校教育 は一方で権威主義 的傾向 を剥奪 しなが ら,他 方 で付与す

るとい う 「諸刃 の剣」 の性 質を もつ のであ る。 そ して1990年 代 の 日本社会 の教 育環境
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において は,2つ の効 果の相殺 の結 果 と して表 出 してい るの は,学 校教 育が権威主義

的傾 向を低下 させ る 「剥奪効果」 であ る。

この メカニズムにお いて,学 校教 育が権威主 義的価値 の伝達 をよ り強力 に推進 した

場合,学 校教育 によ る権威主義 的傾向 の剥奪効 果が小 さ くなる,さ らに は付与的効果

に転 じること も十分 に あ りうるだ ろう。 こうした仮説を 日本社 会の歴史的経緯 に重 ね

て展 開す るな らば,旧 制教育制 度 にお いて皇 国史観,全 体主 義的道 徳性 などを内容 と

す る軍国主義教育 を受 けた世 代 と,新 制教育 制度 にお いて意識 的に企図 され た民主主

義 的な教育 を受 けた世代 では,学 校教育 によ る権威主義 的傾 向の刺奪効果 の様態 が異

な ると考 え られ る。実際 に直井の先行研究 で は,年 齢 と権威 主義的傾向 の間 には年 齢

が高 いほど権 威主義的 であ るとい う直接 的な関係が明 らかにな って いるが,こ のよ う

な世代間格差 を生み 出 した要因 と して,戦 前 ・戦後 の教育 の質の根本的 な差異 が考え

られ ないだ ろうか。 そ こで学 校教育 の権威主義的態度 の剥奪効果,つ ま り民主 化の効

果が,諸 個 人の受 けた教育 の質(教 育制 度の新 ・旧)に よ って どの よ うに異 な るか と

い う問題 をみて い くことにす る。 ただ し,そ れ ぞれの世代の教育現場 の諸条 件 とその

社会化 の効果 に関す る直接的 な計量 デー タが存在 しないため,そ れ ぞれの学 校教育の

機能 の生 きた ダイナ ミズムを実 証的 に検討 す る ことはで きない。 したが って ここで

は,現 代社会 を構成 す る成人の社会意識 に残存す る学校 教育の影響 を,社 会意識論の

観点 か ら検討す る ことにな る。

4.デ ー タ

ここで は1985年SSM調 査の男性A票 を分 析す る(有 効回答数1,239サ ンプル)。 こ

のデ ータは1915(大 正4)年 か ら1965(昭 和40)年 までの生年 の男性 を母集団 とす る も

のであ る。っ まり1996(平 成8)年 現在 で は31歳 か ら80歳 とな る標本で ある。この こと

は,こ の デー タが単 に1980年 代 の社会の構成 員をよ く代表 してお り現 代の社会意識 を

検 討す るのに適切 であ るとい うだ けで はな く,戦 前に最終学歴 を達成 した人か ら,旧

制 の初等 中等教育 か ら新制 への転換を経験 した人,そ して戦後 の新制 教育のみ を受 け

た人 まで をバ ランスよ く含 んでい ることを意 味す る。 それゆえに この調査 データは,

ここで のわれわれの関心 に対 して,極 めて適 切なそ して おそ らく最 後の もので あると

い うことがで きる(1)。

5.民 主 主 義 的 社 会 意 識 の 測 定

社会意識 の民主化 の指標 と して用 いる権 威主義的態度尺度 は以下の6項 目に対す る

90



学校教育と戦後日本の社会意識の民主化

「賛成」 「どち らともいえない」「反対」 の3分 位の回答か ら測定 され る。

(1)権 威 あ る人 々にはっねに敬意を払 わなければな らない。

(2)以 前 か らな され て きたや り方を守 る ことが,最 上 の結 果を生む。

(3)子 どもの しつ けで一番 大切な ことは,両 親 に対す る絶対 服従で ある。

(4)目 上の人 には,た とえ正 しくない と思 って も従 わなければな らない。

(5)伝 統 や慣習 に したが ったや り方 に疑 問を持っ人 は,結 局 は問題 を引 きお こす こ

とにな る。

(6)こ の複雑 な世 の中で何を なすべ きか知 る一番 よい方 法 は,指 導者 や専 門家 に頼

ることで ある。

これ らはいず れ も,権 威 主義的態度尺 度の測定 に最 もよ く用 い られ て きた もので あ

る(Kohn and Schooler 1983,直 井優1987,直 井道子前掲論 文,白 倉 ・岩本

1990)。 ここでは上記6項 目に対 して主成分分析 を行な い,表2,表3の 結 果を得 た。

そ して,各 項 目が均 質な因子負荷量 を もってお り,十 分な寄与率 が得 られ た第1主 成

分を因子得点化 した。 この因子得点 を さらに偏差値計 算で通常用 い られ る平均50,標

準偏差10の 標 準化尺 度 に変換 し,こ れ を権威 主義得 点 と して分析 に用 い る ことにす

る。 なお,こ れは同一の デー タを用いた直井 の先行研究 における権威 主義的伝統主 義

とほぼ同義 の尺度 と理解 され る。

表2梅 威主義的態度の主成分分析の結果

表3第1因 子に対する負荷量
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6.分 析

はじめに,対 象者の達成学歴別の権威主義得点を確認しておく(表4)。 一見 して権

威主義得点が,新 制学歴達成者と比べ旧制学歴達成者において相対的に高いことがわ

かる。また旧制学歴内でも新制学歴内でも,高 学歴であるほど権威主義得点が低く

なっており,教 育年数による権威主義的傾向の 「剥奪効果」が確認できる。ただし,

旧制では高学歴エリートとされる旧制高校の学歴達成者でさえ,そ の権威主義得点は

ようやく新制中学校卒業者と同程度でしかない。したがって 「戦前の高等教育はりベ

ラルだった」という言説は,あ くまで旧制学歴達成者間で比較した結果を述べたにす

ぎず,新 制教育を受けた世代と比較した場合には権威主義得点は必ずしも低くはない

ということがわかる。この表の示す数値は,直 井道子の先行研究で指摘された,権 威

主義的態度に対する教育年数と年齢の効果が,学歴と世代(≒学校教育制度の新 ・旧)

の差異として表出することを示している。

表4違 成学歴ごとの権威主義(平 均)得 点

eta=.375 Sig.F≦5%

次 に,標 本 の学 歴を初等学歴達 成者 と中 ・高 等学 歴達成者 に分類 し,生 年世代(5年

ごと)別 に権威主義得点 の推移 をグ ラフであ らわ した(図1)。 まず標本全体の権威主

義得点 の世代 に よる推移 は,直 井道子 の分析結 果か ら予測 され るとお り,右 下が りの

傾向を示 してい る。 ただ し1940年 生 まれまでの世 代で は直線 的に低 下 して いるが,新

制教育制度 に完 全 に移行 した後の1941年 生 まれ以 降の世代 ではほぼ水平に推移 して い

ることが わか る。次 に学歴別 の グラフをみてみ ると,初 等学歴達成 者で は,ま ず ゆる

やか な右下 が りの傾向 であ り,1956年 生 まれの世代か らは,若 干上 昇す る傾向 にある。

ただ しこの世代 で は高等学校進学 率が上昇 し,中 卒者が激減 してい るために,初 等学
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歴達成者 の数 は多 くはない(33サ ンプル)。一 方,中 ・高等学歴達 成者の グ ラフは1940

年生 まれの世代 まで はほぼ直線 的に低下 し,そ の後 の世代 ではほぼ水平 に推 移 して い

る。 そ して,1951年 生 まれの世代 以降,高 学歴化 の影響で 中 ・高等学歴達成者 の グラ

フと標本 全体の グラフが近接 して いることが指摘 で きる。生年世 代を用 いた この分析

で は,後 述 す るよ うに教育 制度 の移行 期 にあ たる世 代 が正確 に分別 されて いな いた

め,グ ラフの推移か ら教育制度 の新 ・旧の質 的差異を読み解 くことは難 しい。しか し,

いずれの グラフか らも1940年 以 前 と,そ れ以 降 とで は得点 の高低お よび変動 の状況 に

差異 が見出 され,権 威主義得 点 と世代 の関連 は,単 に高学歴 化や加齢 に起 因す るの で

はな く,旧 制教育 と新制教 育の社会意識 の民 主化効果 の違 いに基づ いてい ることが予

想 され る。

図1権 威主義得点の世代間推移

そ こで,標 本全体を学校教 育の歴史的背景 によ る質的 な差異 に基づ いて以下 の3っ

の グルー プに分 ける。第1の グル ープは戦前 の学 校教育 のみ を受 けた グループ(以 下,

旧制 グルー プとす る)で ある。 操作上 は最終学 歴を旧制(旧 制 尋常小学校,旧 制中学

校,旧 制 大学 な ど)と してい る回答者が この旧制 グル ープを構 成す る。 この グル ープ

は1915(大 正4)年 か ら1934(昭 和9)年 生 まれ までの およそ20年 の幅広 い年 齢分布を

してお り,フ ァシズム教育 が先鋭化す る時 期(1935年 前後)よ りも以前 に最 終学歴 を
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達成 した世代 か ら,第 二次大 戦末期 に学業 を中断 させ られた経験 を もっ世代 までが含

まれ る。 そのため厳密 にはそれぞれの年齢 や進学の程度 によ って受 けた教育 の質 が微

妙 に異 なるが,こ の グループの受 けた学校教 育の共通 の特質 を挙げ ると以下 のよ うに

な る。

この グルー プの学齢期 は,旧 制教育 の制 度 と理念が一連 の最終段階 を迎 えた時 期 と

重な る。1917年 発足 の臨時 教育会議 の 「教 育 ノ効果 ヲ完 カラシムベキ一般施設 ニ関 ス

ル建議」(1919年)は,デ モ クラシー,社 会主義 の思潮 が高 まるなか国民思想 を統一 し

て国民 道徳 を徹 底す る必要 を強 調 し,以 後す べて の学 校令 の改革 の基調 とな ってお

り,こ こに 「国体明徴 」の教育へ の一 歩を確認す る ことがで きる。 その後の教育政策

は,現 役 陸軍将校 の学 校配属 と軍事教 練の実施(1925年)に 典型的 に現 れてい るよう

に,フ ァシズム教育 を進 行す る ものであ った(森1984,山 住1987)。1920年 代後半

か ら30年 代 には,教 育 政策 に対 す る軍 の いっそ うの介入 によ り,戦 時 下の軍国主義精

神 の練 成 と して の教育 が次第 に強化 されて い った(小 沢1984)。 ことに1941年 に施行

された国民学 校令 で は,「国民 学校 ハ皇 国 ノ道 ニ則 リテ初等普通教 育 ヲ施 シ国民 ノ基

礎的練 成 ヲ以 ッテ目的 トス」 とされ,初 等教育 において極端 な反民 主的価値 を植 え付

け ることが明確 な 目的 とされ た ことが知 られ る。1943年 か ら1945年 にか けて は,授 業

を停 止 して の勤労動 員や学徒動 員 という教育制度 の事実上 の崩壊 を経験 して いる。以

上 のよ うに この グル ープは,天 皇中心主義 の ファシズム的価値 を伝達 し,国 民 を全体

主義 体制 に総動 員す ることを公 然 と第一 目的 とす る教育 を受 けていた ことが明 らかで

あ る(久 保1984)。

第2の グルー プは戦時下 の学 校教育 を受 け,っ まり前述 の旧制尋常小学校 あるいは

国民学校初等科 に入学 し,旧 制の いず れかの学 校在学中 に1947(昭 和22)年 の学 制改

革に よって新制 に移行 した グル ープ(以 下,移 行期 グルー プとす る)で ある。 この グ

ル ープの最終学 歴 はす べて新制 にな り,昭 和 初期(1925～35年)生 まれ の場合,同 年

齢で も教育年 数が短 い場合 は上述 の旧制 グル ープに分類 され るが,高 学歴 であ る場 合

は この移行 期 グル ープに分 類 され る ことにな る(2)。したが って この グループ構 成 は生

年で の区分 と完全 には重 な らな いことに留 意 しな ければな らな い。 このグループの特

性 は,戦 時中の極端 な軍 国主義教育 を受 けた後 に,教 科書 の墨塗 りや教職 不適 格者の

追放 などに象徴 される価 値観の反転 を経験 した とい うことであ ろう。 そ して戦後,最

も強 力 に民 主的 価値 が教育 され た グルー プであ る とい うことがで き るだ ろ う(鈴 木

1984,佐 々木1984)。

そ して第3の グループは新制の小学校 に入学 した世代(以 下,新 制 グルー プとす る)
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で ある。 これは1940年 以降 に生 まれ,現 行 の六 ・三 ・三 ・四制 の新制教育 のみを受 け

た人 たちであ り,生 年 によって明確 にグループ化 され る。 この グル ープは,教 育基本

法や学校教育 法に基づ く,現 在 まで通 じる戦後 の民主的 な教育 のみ を受 けた世代で あ

る。 また,今 後の 日本社会 に着実 に成員 を供給 し続 けるグルー プで あ り,「戦 後社会」

で はな く現 代社会論 の観点 か らもその動態 が注 目され る。 ただ し当然 の ことなが ら,

戦後 の民主 主義的教育 を受 けた という基準 で一括 した この グル ープ内に も,お お よそ

一世 代にあた る25年 の レンジの年齢分布 があ り,そ の間 には学校教育 の内容 に細 かな

時代 的変遷が あるとみな され るだ ろ う。 こうした戦後 の学 校教育 の時代的変遷 が社 会

意識 の民主化 に及 ぼす影響 は,グ ループ内での権威主義 的傾向 の年齢 に よる差異 とし

て検 出 され ることにな る。

なお,各 グループのサ ンプル数 は,旧 制 グループが318サ ンプル,移 行期 グループが

228サ ンプル,新 制 グルー プが693サ ンプルで ある。 また各 グループの教育機会 ・教 育

達成 に関す る詳細 につ いて は,尾 嶋(1990)に よ って本稿 とほぼ一 致す る分類 に よる

分析が行 われてい るので参照 されたい。

次 に旧制,移 行期,新 制 の3グ ループ別 に,教 育年数,職 業威信 スコア(直 井優

1979),年 齢 を説明変数 と し,権 威 主義得点 を被説 明変数 と した重回帰分析 を行な っ

た。 これは教 育の質 にっ いて グルー プ間 に存在 す る差異 を コン トロール した上で,グ

ループ内での年齢差(生 年世代),階 層的要 因,教 育年数 の直接 効果 をみた もの と考 え

る ことがで きる。

まず旧制 グループの場 合(表5),教 育年数,職 業威 信,年 齢の それぞれが有意 な効

果 を示 してお り,教 育 の量 に比例 した権威主 義剥奪効果,成 人後 の職業経 験 による権

威主義 的(あ るいは民 主主義的)パ ー ソナ リティの形成 と,年 齢 によ る効果が検 出さ

れ る。 本稿の関心 は,極 端な軍国主義 的価値観 の 「刷 り込み」 を受 けた この グループ

において,「 諸刃 の剣」 の相殺効果 が どの ような結 果を残 して いるか とい う点 にあ り,

その結 果 は剥奪効果 を意 味す る有意 な負の値(β=-.169)に な って いる。 この効果 は,

旧制の教育達成者間 に権 威主義得点 の学 歴 による格差 を もた らし,表4や 図1で 確認

で きるように,旧 制 初等教育達成者(旧 制尋常小学校 ・旧制高等小学 校卒)を 現 代社

会の他の構成員 とはかけ離れ た高 い権 威主義得点 のま まで取 り残 す結 果 を導 く要 因 と

な って いる。 この グルー プの60%以 上 が こう した旧制 初等教育達成 者で ある ことを考

慮す ると,旧 制教育 制度下の初等教育 にお ける軍国主 義的国民教 化 と低 い教育達 成が

残 した影響 は,戦 後 日本社会 において決 して環 末 な もので はなか った こ とが知 られ

る。なお,こ こで検出 され た年齢 の直接効果 は,そ れが世代 によ る学歴差(高 学 歴化)
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の影 響力 をコ ン トロ―ル した上 での効果 である ことか ら,グ ルー プ内の兵役経験 など

によ る社会 ・文 化的環境 の世代 間格差お よび,若 干の加齢 によ る効果で あると解釈 で

きるだ ろ う。

表5旧 制グループの権威主義的態度の形成要因

R2=.111** *は5%,**は1%水 準で有意 な値 を示す。

次 に移 行期 グループで は(表6),職 業威 信,年 齢 の直接効果 は有意 ではな くな り,

教育年数 に よる権威主 義剥奪効果 のみが有意 な影響 力(β=-.184)を 有 してい る。この

ことは,移 行期 グルー プ内で成人後 の職業経験 や生 年世代差が権威主義 的傾向の形成

に関与 して いない ことを示 してお り,次 にみる新 制 グループに も同様 にいえ ることだ

が,権 威主義的傾 向の形成 メカニ ズムは大 き く学校教 育 に依存 してお り,旧 制 グルー

プ とは明確 に異 な って いるこ とを指摘す るこ とがで きる。

表6移 行期グループの権威主義的態度の形成要因

R3=.034 *は5%,**は1%水 準 で有意な値 を示 す。

さ らに新制 グル ープで も同様 に(表7),教 育年数 の効 果(β=-.280)は 有意 であ る

が,職 業威信,年 齢 の効果 は有意で はない。 また この グルー プ内にお いては権威 主義

得点 の世代間格 差が単 相関 レベルで もみ られ なか った ことか ら{31,戦後25年 とい う期

間 において,学 校教育 によ る社会意識 の民 主化効果 の趨勢 に,民 主化 の伸長 あ るい は

右傾化 とい う趨勢 は見 出せな い。 したが って,学 校教育 を取 り巻 く環境が この間に変

遷 した ことは認 める として も,そ こか ら生み出 され るア ウ トプ ッ トには,ほ とん ど変

質 は認 め られ ないといえ る。

最後 に,本 稿 の議論 の焦点で ある学校教 育 による社 会意識の民主化効果 の趨勢 を検

討す る。 これ は,権 威 主義剥奪効果 を3つ の グループ間で比較す ることによ って可能

となるだ ろう。権威主義剥奪効 果の比較 は,偏 回帰係数Bの 大 きさ,す なわち教育年

数1年 あた り権威主 義得点が何点低下 す るか をグルー プ間比較す るこ とによ って行 な
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表7新 制グループの権威主義的態度の形成要因

R*=.073** *は5%,**は1%水 準で有意 な値 を示す。

うことがで きる。表5～7に 示 され てい るとお り,偏 回帰 係数Bは 旧制 グル ―プで「

609,移 行期 グル ープで は「794,新 制 グループで一1.070とな ってい る。 したが って,学

校教 育に よる権威主義 剥奪 効果 は,旧 制教育 を1と すれば,移 行期で は1.30倍,新 制

教 育で は1.76倍 とほぼ線 形 に増加 して いる ことが明 らか にな る")。

7.議 論

これ まで の分析 によ ってわれ われは,以 下 の結論を得 た。

(1)標 本全体 において権威主義的傾 向 と年 齢の間 にみ られた関連 は,主 と して学 校

教育制度 の新 ・旧 に起因す る ものであ り,新 制世代 内で は年齢 と権威主義 的傾向

に直接 の関連 はみ られ ない。

(2)学 校教育 の民主化機能 は旧制教 育,移 行期,新 制教 育 と漸増 し,旧 制教 育 と新

制教育 では約1.8倍 の格差 がみ られ る。

(3)戦 後 の学 校教育 による社 会意識の民主化機能 は,25年 間一 定 して維持 されて き

た。

この うち(2)の結果 にっいて は,学 校教育 による柔軟 な発想 や判 断力 の育 成,民 主主

義 的価値観 の伝達,そ して権威主義的教育条件 の低 い水準で の維 持,な どが要因 と し

て考 え られ る。 しか しなが ら,こ れ らのメカニズムの詳細 を明 らか にす る ことにつ い

ては,成 人の意識 の分布 状況か らの事後 的推測 とい う方法で は限界が あ るだ ろう。 ま

た(3)の結 果 にっ いては,戦 後の25年 間 では学校教 育の民主化機 能が高 ま って いない こ

とが指摘で きるが,図1か ら明 らか にな ったよ うに,戦 後 の着実 な高学 歴化の趨勢 す

なわ ち,高 校進学率,大 学 ・短大進学率 が高 まる ことによ って,そ の世 代の民主主義

的社会 意識 はや は り学 校教 育 によ って形成 され続 けて きた とい うことがで きるだろ

う。つ まりこの間,学 校教育 の質 の変容 ではな く教育年数 の増加 によ って社会意識 の

民主化の趨勢 はゆ るやかなが らも維持 されつづけて いるのであ る(5)。

ここでみ て きた学 校教育 の質 の変容 と社会意識の民主化 の関係 は,旧 制教育 を受 け

た世代 の人口構 成上の 「退出」,高学歴化,学 歴の平準化 とい う学 校教育 に関連 す る社
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会変動 が,単 に社会移 動研究や学歴社 会論な どの構造 的研究 にとどま らず,社 会意識

論 に も少 なか らぬ影響 力を もって接続 され うることを示 して いる(6)。

デ ュルケ ーム(訳 書1976)は,教 育 の 目的を,社 会 生活を営 む上 で次世代に要求

され る身体的 ・知 的 ・道 徳的諸状態 の継 承に求め る。また,パ ー ソンズ(訳 書1973)

は,学 校 教育の機能 として人員の選別 ・分配 と並ん で,知 識 ・技能 の習得,道 徳的価

値伝達 を要素 とす る社 会化を挙 げる。 いずれ にお いて も,当 該社会 に共通 す る価値の

伝達 が,学 校教育 の本 質的か つ第一 義的 で無視 で きない機能 で あ るとみな されて い

る。 ところが,教 育社 会学 にお ける計量 研究で は,学 校教 育の人材 の配 分機能 に多 く

の関心 が向 け られて きたため,教 育年数 はその象徴的意 味に注 目 した学 歴 としてのみ

解釈 され,次 世代 の社 会意識の形成主体 としての機能 が十分 には検討 されて こなか っ

たよ うに思われ る。学校 教育 は決 して 「無色透明」 な象 徴で はない。 それゆえに,そ

の中身 を ブラ ック ・ボ ックス化 した再生 産や社会移動 の媒 介項 と して理解 され るだ け

で は決 して十分 とはいえな いだ ろ う。

本稿 で はこの学校教育 の実質的 な機能 に焦点を絞 って議論を展開 して きた。 その結

果得 られた結論 は,決 して発見的 な もので はな く,む しろ至極あ た りまえに聞 こえ さ

えす る。だが,「戦後 日本社会 において は民主主義 的な教育政策 が実 施 された」という

歴史的事実 の指摘 と,「戦後 の民主主義的 な学 校教育 によ って社会意識 が民 主化 した」

とい う本 稿の分析結果 は全 く同 じことを意 味 して いるわけで はな い。社会意識 の民主

化 は,教 育制度 の改革 を もって一朝一夕 に完 了す るわ けではな いので ある。 この問題

に関 して現代の社会意識 論の視点か ら関心 が持たれ るのは,い ま現在見 出 され る 「結

果」 であ る。本稿 でみて きた ように,学 校教育を受 けたのは はるか に昔 の ことであ っ

て も,そ の個人が 当該社 会の構成員 と して社会意識 の分布 を構成す る限 り,当 時受 け

た教育 の残津 は存在 しつづけて いる。 冒頭 に述 べ たよ うにい ま,戦 前 ・戦 中の軍 国主

義教 育が社 会意 識 に残 した傷 跡 は,戦 後50年 の時 間的経 過 によ る人口学 的退 出効 果

で,よ うや く消え去 ろ うとして いる。 われわれ は,変 更不可能 な過去の 出来事 が現代

社会 の社 会意識の分布 を規定 して きた とい う事実 を確認 し,そ の上で これか らの社 会

構造 を構成 す る現下 の教育 を検討す る立場 にあ る。現在教育 を受 けて いる世代 が退 出

す るまでに さらに50年 の年 月を要す るのであ る。

〔付記1〕 データ解析 は吉川,轟 が共 同で行な い,冒 頭 か ら 「民主主義的社会意識

の測定」までの草稿を轟 が,「分析」か ら 「議論」までの草稿を吉川が分担作

成 した。 その後両者 の協議 の上,修 正 した。
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〔付 記2〕 本 研究 は1995年SSM調 査 研究 の一 環 と して行 なわ れ た もの で あ る。

デ ータの使 用お よび結 果の発表 にあた って,1995年SSM調 査研究 会の許可

を得 た。

<注>

(1)1985年SSM調 査の詳細 にっいて は直井 ・盛 山(1990)を 参 照 され たい。なお この

調 査設計で は,成 人女性 に対す る権威主義 的態度の調査項 目は含 まれて いない。

(2)ど の学歴水準 の旧制教 育を どれだ け受 けたか,と いう基 準で この グル ープをさ ら

に精緻 に分類す る ことも考え られ るが,本 稿 では学 校教育 に よる社会 意識 の民主化

の機能 の変遷 を概略 として把握す ることを目的 と して いるため,こ うした検討 は行

な っていな い。

(3)こ の新制 グループにっいて は,現 代社会 の社会意識 の民主 化 の様態 と して記述 的

数 値 に関 心 が もたれ るので,下 に相 関行 列 を示 して お く。 この グルー プで は年 齢

(世代)と 権威主義得点 の間 には単相関 も見出せな い。

'は5%水 準
,紳 は1%水 準で有意 な値 を示す。

(4)こ う した結論 に対 す る対立仮説 と して,卒 業後の社会 的な様 々な経 験 によ って教

育の効果が消 えて,権 威 主義的傾向が増大 す るた め,年 齢 が高 い,っ まり社会経験

が豊富で あるほど権威 主義的 になるとい うものが考え られ るが,一 旦 形成 された知

的能力 や判断 力 は一 生 を通 じて簡 単 には低下 しない こと と,戦 後 日本 社会 に おい

て,学 校教育 の効 果を凌 ぐような強力 な権威主 義的価値伝達 エー ジェ ントが存在 し

た とは考 えに くい ことか ら否定 され うる と考 え られ る。 この点 について は,例 えば

10年 を経過 した1995年 時点 で同 グループの権 威主義得点 に いか な る変化が見 られた

かを コーホー ト分 析で明 らか にする ことによ って確証 しうるが,こ れ は今後 の課題

と したい。

(5)学 校教育 による権 威主義的価値 の伝達機能 を全 くな くして しまえば,社 会意識 の

民主化 はよ り効率 的に進行す るのではないか とい う考 えが生 じるか も しれ ない。 し

か し,当 該社会 の共通 の道徳的価値 を伝達 す るためには学 校教育 で は,な ん らかの
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権威 を肯定せ ざるをえない し,知 識 ・技能 の伝達 のために,教 師が 自 らの指導 者 と

しての立場を権威付 けなが ら学級集集 団を運営 して い く必 要 もあるだろ う。 そのた

め,明 らか な弊害 に見え る学校教育 によ る権威主義的価値 の付与の効果 を,完 全に

消滅 させ ることは事実上 不可能で あろ う。 そ こで,学 校教 育に よる社会意識 の民 主

化機能 を さらに増大 させ るため には,知 的能 力の養成 をさ らに効果的 に進 め ること

と,必 要以 上の権威主義 的価値 を付与 しない ことが鍵 となる と考え られ る。

(6)こ こでの結 果 は,例 えば投 票行動 を研究 する うえで政治社 会学 が基盤 と している

潜在的意識構造 の近年 の複雑 な変容(綿 貫1986,宮 野1995)に 学校教育 に関 す

る趨勢か らの説 明の糸 口を提供 しうるので はないだ ろうか。
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